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１ 働き方改革の実現に向けた現状と課題 

（１）部会設置に至る経緯 

平成２７年の国勢調査において，日本の総人口は１億２７０９万人となり，前回調 

   査の平成２２年時と比較し，０．８％の減少となったことが報告された。 

    大正９年の同調査開始以降，総人口が前回比で減少となったのは初めてのことであ

り，少子高齢化の影響が現れる結果となった。 

 政府では，この少子高齢化による生産年齢人口1の減少をこれからの経済成長の重点

課題と捉え，性別，年齢，障害や病気の有無に関わらず，あらゆる場所で誰もが活躍

できる全員参加型の一億総活躍社会の実現に向け，平成２８年６月２日に「ニッポン

一億総活躍プラン」を閣議決定した。 

 同プランでは，成長と分配の好循環メカニズムの創出による「ＧＤＰ６００兆円」，

「希望出生率１．８」，「介護離職０」の実現が目標として掲げられたが，このため

の諸課題に対する横断的な対策として，「働き方改革」を進めることを最大のチャレ

ンジと位置付けた。 

さらに，この働き方改革の実行に向けた具体的計画として，平成２９年３月２８日

に「働き方改革実行計画」を閣議決定し，同計画に基づき，現在，関連する政府予算

案や時間外労働の上限規制，同一労働同一賃金などの働き方改革関連法案の作成が進

められているところである。 

本市においても全国の傾向と同様に，少子高齢化による人口減少が急速に進むと見

込まれ図表①，地域コミュニティの衰退や，経済活動の低下などまちの機能維持に重大な

懸念が生じる可能性があり，地域の実情に応じた目標や施策の基本方向等を定めるこ

とが必要となることから，平成２７年１０月，まち・ひと・しごと創生法（平成２６

年法律第１３６号）に基づく「旭川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。 

「旭川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては，平成３１年度までの人口

減少対策の一つとして，「北北海道を舞台にするひとや企業を応援し，新たな雇用を創

出する」ことを基本目標に，「人口減少下にあっても地域の特性を生かした産業を育成

し，若い世代をはじめ市民が経済的にも安心して暮らせる質の高い雇用環境の構築」

を方針として掲げており，その具体的取組として，労働参加率2の向上と労働者一人当

たりの生産性向上を目指し，働き方改革を積極的に進めていく計画である。 

これらのことから，本市においても地域独自の働き方改革の推進を図るべく，現状

の把握と長期的展望の策定を目的に，旭川市中小企業審議会働き方改革検討部会を設

置し，旭川市における働き方改革推進の展望について議論したため，その内容を以下

のとおり報告する。 

                                                   
1 １５歳から６４歳までの人口 

2 １５歳以上の人口に占める労働力人口（就業者数＋完全失業者数）の割合 
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（２）旭川市の現状と課題 

    ア 地域の雇用失業情勢 

     雇用失業情勢を計る際に用いられる指標である有効求人倍率3について，本市地域

においては，これまで景気の変動と共に浮き沈みを繰り返してきたが，平成２２年

度以降右肩上がりを続けており，平成２８年度はバブル景気を超える１．００倍と

なり図表②，統計開始以降，最高値を記録しているところであり，雇用失業情勢はかつ

てないほど良好であると言える。 

     しかしながら，昨今の有効求人倍率の上昇は，バブル期のような好景気による有

効求人数の増加ではなく，有効求職者数の減少を主因とするものであり，背景とし

て，少子高齢化による生産年齢人口比率の低下が考えられることから，仮に労働生

産性4を一定とした場合，経済活動を維持するための労働供給量が賄えない状況に陥

ることとなる。 

     また，全体としては，労働の需給バランスは均衡しているものの，職業別ではミ

スマッチが生じており，とりわけ，医療・福祉や建設関係など，人手不足となって

いる職業も既に存在している図表③。 

    

   イ 産業構造 

     市内には約１５，０００の事業所があり図表④地域の中核都市としての機能を果たし

ているが，産業構造は卸売・小売業や飲食店などの３次産業への偏りがあり，就業

者割合も同様の傾向がある。 

 また，市内の事業所は従業員数２０人以下の事業所が約９割を占めている図表⑤。 

 一般的に３次産業は労働集約型産業5が多く，さらに，従業員の少ない事業所につ

いては，一人一人に与えられている職務・権限も多岐にわたることから，市内の事

業所における従業員数の増減が与える経営上の影響は非常に大きいものと推測さ

れる。  

 

   ウ 時間外労働 

     市内でも，正社員の月平均時間外労働時間が４０時間を超えるとする事業所が一

定数存在するとの調査結果がある図表⑥。 

全国的な課題として，多くの労働者がサービス残業を行っているとの報告もあり

図表⑦，市内においても実態としては，調査結果に反映されていない時間外労働も生じ

ているものと考えられる。 

また，市内の事業所の約９割において，従業員の有給休暇取得率が４０％未満と

                                                   
3 公共職業安定所における有効求職者数に対する有効求人数の割合 

4 企業が生み出した付加価値額を労働者数で除した値 

5 生産要素に占める資本の割合が低く，労働力に頼る割合が大きい産業 
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なっており図表⑧，付与された休暇を十分に取得できない者が一定数存在することが確

認されている。 

 

  エ 非正社員 

    市内では，労働者に占める非正社員の割合が高く，更に上昇傾向にある図表⑨。 

 一般的に非正社員は正社員よりも賃金が低く図表⑩，金額が正社員のように上昇しな

いため，正社員との賃金格差は年齢を重ねるに連れ，広がっていく傾向にある図表⑪。 

 非正社員は正社員よりも職務内容や労働時間が限定されることから，育児・介護等

の諸事情と仕事とを両立するために都合のよい時間帯に働きたいなどの理由により

非正社員であることを望んでいる場合もあるが，意に反して非正社員となっている

者も一定数存在することが推測される図表⑫。 

   

  オ 若年者の市外流出 

    市内の新規学卒者のうち，市内で就職及び進学する者は少なく図表⑬，卒業後の市外 

流出に大きく影響している。 

    また，道内は新規学卒者の３年以内離職率が高いことから表⑭，旭川市においても早

期離職率が高いことが推測され，離職による雇用の不安定化から市外流出につなが

ることが懸念される。 

 

  カ 女性の就業 

    市内の女性の就業率は，全国及び全道平均と比較して低い割合となっている図表⑮。 

    また，全国的な傾向と同様に，結婚・出産・育児により離職し，非正社員として再

就職をするという傾向にあることが推測される図表⑯。 

    さらに，基本給の平均額は全ての年齢で男性を下回っているとともに，年齢を重ね

るごとにその差は拡大している図表⑰。 

 

  キ 高齢者の就業 

    市内では，全就業者に占める６０歳以上の就業者割合が高く図表⑱，高齢化が進んで

いる一方，６５歳以上の就業率は低い図表⑲。 

    また，５０代から介護を行っている有業者の割合が増加しており図表⑳，介護問題が，

企業の中核となる人材の流出に関するリスクとなっていることが推測される。 

   

  ク 就業環境の整備・人材育成 

    市内の労働者一人当たりの生産性は全国及び全道の平均値より低い図表㉑。 

    特に道内主要都市などと比較して，金融・保険業，情報通信業，卸売・小売業，副

業サービス業の労働生産性が低い。 
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    また，労働生産性向上に向けた新しい働き方であるテレワークや兼業・副業の実施

割合は低い図表㉒。 

    また，市内の事業所における人材育成は，資格取得の助成や各種研修などを実施し

ている割合は高いが，キャリアコンサルティング6やジョブ・カード7の活用など，長

期的な視点でのキャリア形成支援に取り組んでいる事業所は少数である図表㉓。 

 

２ 現在の取組内容 

   旭川市では，雇用のミスマッチ，若年者の早期離職・地域外への流出，長時間労働に

よる生産性の低下など，地域の雇用を取り巻く問題への対応策として，下図のとおり「地

域雇用の促進と安定化」と「働きやすい労働環境の整備」に向けた様々な取組を実施し

ているところである。 

 

    

                                                   
6 労働者の職業の選択，職業生活設計又は職業能力の開発及び向上に関する相談に応じ，助言及び指導を行うこと 

7 生涯を通じたキャリア・プランニング及び職業能力証明のツール 

・じもと×しごと発見フェア（道庁と共催）

・高校２年生向け企業説明会（４者共同実施）

・高校３年生向け企業面接会（ハローワークと共同実施）

・高校３年生向け企業見学会（４者共同実施）

・高校３年生向け企業説明会（実行委員会形式で実施）

・若者地元定着奨学金返済補助事業

・大学４年生向け企業説明会（実行委員会形式で実施）

・大学４年生向け企業説明会（４者共同実施）

・若年者就職ステップアップ事業（サポステに委託）

・職業理解交流事業（労働局と一体的実施）

・就業支援ITセミナー

・若年者等正規雇用奨励金　※事業主に支給

・旭川市企業情報提供サイト「はたらくあさひかわ」

・UIターン情報コーナー

　 ・若者地元定着奨学金返済補助事業【再掲】

・ハローワーク旭川（ハローワークが実施）

・旭川市職業相談室

・UIターン相談コーナー

・ジョブカフェ旭川（北海道が実施）

・ジョブサロン旭川（北海道が実施）

・あさひかわ若者サポートステーション（厚労省が実施）

・季節労働者冬期雇用対策事業

・若年者等正規雇用奨励金【再掲】

・若年者等正規雇用奨励金【再掲】

・就業支援ITセミナー【再掲】

・テレワーク普及促進員派遣事業　※企業・団体に派遣

・テレワーク導入奨励金　※事業主に支給

・クラウドソーシング講演会

・旭川市労働基本調査

・周知広報（労政だより，Q-jinくん）

・旭川市勤労者共済センターの運営補助

・旭川市勤労者教育・一般資金貸付金

・旭川市シルバー人材センターの運営補助

○若者の地元定着の促進
　UIターンの促進

・技能講習・資格取得支援・合同企業説明会等の実施
　※旭川市及び近隣８町等で構成する上川中部季節労働者
　　通年雇用促進協議会において実施

○テレワークの普及促進

【主な取組】
・テレワーク普及促進事業
　開始年度：平成28年度
　予算額：4,784千円

旭　川　市　の　就　職　等　支　援　事　業　（平成２９年度）

事　業　目　標

　有効求人倍率はかつてないほどの高い水準に
あるものの，雇用のミスマッチ，若年者の早期
離職・地域外への流出，長時間労働による生産
性の低下等が依然として続いている等，雇用に
関する様々な課題が残っている。

　　　　　　　↓

　地域に人を定着又は呼び込む取組や，女性や
高齢者等，全ての人が活躍できる環境が必要と
なっていることから，関係機関と連携し「地域
雇用の促進と安定化」，「働きやすい労働環境
の整備」を図るための事業を行う。

対　象　者　別　の　具　体　的　な　取　組

● 地域雇用の促進と安定化

 ○若者の地元定着の促進，UIターンの促進

  ・関係機関と連携して合同企業説明会や企業見学会等の
     開催により，若年者の職業興味・職業理解を醸成し，
　  雇用のマッチング支援を行うことで，新卒者及び既卒者
     の地元就職率の向上と早期離職の防止を図る。
  ・旭川市企業情報提供サイト「はたらくあさひかわ」の
     マッチング機能の強化を行う。
  ・高等教育機関進学者が卒業後に市内で就職及び居住した
     場合に，奨学金の一部を補助する。

 ○就労支援機関の利用促進

  ・中心市街地で関係機関と連携したワンストップの就職
     支援窓口である「旭川まちなかしごとプラザ」を運営
     する。

● 働きやすい労働環境の整備

 ○テレワークの普及促進

  ・ICTを活用した働き方改革の一つであるテレワークの
     普及を促進するため，市内企業等に対し，テレワーク
     の専門家派遣及び導入奨励金の支給を行う。
　  また，市民向けクラウドソーシング講演を開催する。

・生涯現役促進地域連携事業【再掲】

〇労働条件の調査・
　施策の周知・
　労働者福祉の増進

【主な取組】
・若年者就職支援事業
　開始年度：平成16年度
　予算額：255千円
・「はたらくあさひかわ」
　開始年度：平成27年度
　予算額：3,577千円
・若者地元定着奨学金返済補助
　事業
　開始年度：平成２８年度
　予算額：2,891千円

○就労支援機関の利用促進

重　点　的　な　取　組

【主な取組】
・旭川まちなかしごとプラザ
　開始年度：平成18年度
　予算額：13,945千円

○潜在的労働力の活用

・生涯現役促進地域連携事業（厚労省が実施）※市は協議会構成員

● 地域雇用の促進と

安定化

高校生等

若年者全般・UIターン希望者

● 働きやすい労働環境
の整備

在職者全般

大学生等

既卒者

求職者全般

若年者全般

中高齢者

高齢者

ニート（若年無業者）

UIターン希望者

季節労働者

女性・障害者・高齢者等

労働者全般

高齢者

障害者

高齢者
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これまで，雇用施策実施に当たっての基本方針として，地域における就職促進による

「雇用の量」の増加を図ってきたところだが，近年は，生産年齢人口が減少トレンドに

あり，今後も人手不足が恒常化していくことが予測されることから，これからは「雇用

の質」を高める視点の重要性が増してくるため，平成２９年度，新たに「テレワークの

普及促進」に取り組んでいるところである。 

  テレワークとは，「情報通信技術を活用した場所や時間を有効に活用できる柔軟な働

き方」のことであり，在宅勤務やモバイルワーク8などの働き方がある。 

  テレワークの実施により，これまでのような決められた時間に決められた場所で働く

ことに比べ，勤務場所や勤務時間を柔軟に選択することができるようになることで，業

務効率の向上や通勤等に要する時間の削減などの効果が期待されるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  一方で，仕事時間が増えた，業務の効率が下がったといったマイナス効果が生じると

の調査結果もあるため，テレワークの普及促進に当たっては，適切な制度やＩＣＴ9を導

入した質の高いテレワークとなるよう留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テレワークは，企業に雇用される雇用型と個人事業主などの自営型に分類される。 

 旭川市では，労働力不足の対策として，雇用型，自営型双方のテレワークの普及が有

効であると考え，テレワーク普及促進事業を実施しているところであるが，雇用型，自

                                                   
8 移動中や顧客先，カフェ等を就業場所とする働き方 

9 情報通信技術 

【出典】平成 28 年 テレワーク人口実態調査（国土交通省） 

【出典】平成 28 年 テレワーク人口実態調査（国土交通省） 
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日中自宅にいることでご近所の目が気になった

マイナス効果の内容（n=245）
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営型双方の対象者が異なることから，以下のとおり，雇用型と自営型に区分して各事業

を実施している。 

 

（１）雇用型テレワークの普及 

  市内の在職者の働き方を見直し，テレワークによる働き方の柔軟性を取り入れるこ

とで，育児・介護等による離職防止，業務の継続性，生産性の向上を期待できるもので

あるが，市内企業のテレワーク導入割合は０．３％とごく少数であり，市内企業による

テレワーク導入を促進することが必要となる。 

このことから，旭川市では，市内企業に対するテレワークのＰＲと導入支援，導入に

対するインセンティブ創出を図り，以下の二事業を実施している。 

ア テレワーク普及促進員派遣事業 

  旭川市内の企業３０社を対象にテレワーク導入の専門家を派遣し，テレワーク

のＰＲと導入の勧奨を行う。 

   また，テレワーク導入支援を希望する１０社に対し，最大で６回の追加派遣を行

い，テレワークの関連規程の作成やＩＣＴの選定・運用支援など，適切なテレワー

クを導入するためのきめ細かな支援を行う。 

 

 

 

   

   

 

 

  

 

  

  イ テレワーク導入奨励金 

   テレワークの関連規程を新たに整備し，旭川市内在住の従業員によるテレワークを 

実施した企業１５社に対し，１０万円の奨励金を支給することで，テレワーク導入の

インセンティブを創出する。 

 

（２）自営型テレワークの普及 

育児・介護，障害等の様々な理由により，働きたくても就業及び就職活動ができなか

った潜在的労働者の就業を促進するため，クラウドソーシング10の活用をテーマとした  

「新しい働き方」セミナーを平成２９年９月２７日に開催した。 

                                                   
10 インターネット上で，全国の仕事を受発注する仲介事業 
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子育て中の女性を中心としたセミナー参加者１１２名に対し，クラウドソーシング

についての講演，体験談の紹介，参加者によるグループワークなどを行った。 

 

 ３ 旭川市における働き方改革の短期的展望 

  旭川市では，旭川市まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けた旭川市の自主的・主

体的で先導的な事業として，平成３０年度までの事業期間で内閣府の地方創生推進交付金

を受け，前述のテレワーク関連事業を実施しているところである。 

  平成２９年度は，雇用型テレワークの先進事例の創出と自営型テレワークのニーズの掘

り起こしに取り組んでいるところであるが，事業期間の最終年度である平成３０年度は，

平成２９年度の成果を用いて，地域でテレワークが自立的に普及・発展していくための礎

を築くことが求められるものである。 

  このことから，平成３０年度は以下のように事業を展開することが望まれる。 

 

（１）雇用型テレワークの事業展開 

市内企業の雇用型テレワークの導入割合を更に引き上げていくため，まず，先行 

事例を創出した上で，市内企業に横展開することが有効となる。 

このことから，平成２９年度に導入支援を行う企業１０社の取組をモデルとして， 

平成３０年度は，テレワーク導入に係る周知・広報活動の実施が求められる。 

 具体的には，ＷＥＢメディアを活用した取組事例の発信，好事例集の作成・公表，

旭川市内のテレワークを象徴するロゴ・キャラクターの作成，テレワークに関連する

情報通信技術の展示会などのイベント開催，テレワーク導入企業の表彰及び関係機

関・業界団体との連携などの様々な手法により周知を図るものである。 
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（２）自営型テレワーク（クラウドソーシング）の事業展開 

雇用型テレワークは，雇用契約に基づくものであるため，市内企業によるテレワー

クの実施環境の整備が必要であるとともに，雇用契約に基づく作業場所や労働時間の

遵守が求められるものである。 

このため，雇用型の働き方に対応することが困難となっている子育て中の主婦や高

齢者，障害者等の潜在的労働者を対象とした，請負契約を基とする，より自由な就業

形態である自営型テレワークの普及も同時に進めていく必要がある。 

自営型テレワーク普及の手段として，クラウドソーシングの活用が有効となる。 

クラウドソーシングを活用することで，在宅でも全国の企業が発注する業務を実施

することが可能となり，従来の雇用環境では稼働できなかった就業希望者の活躍のみ

ならず，兼業・副業による市民所得の向上などの様々な効果が望める一方，雇用契約

による就労ではないため，一定の給与，スキルアップの機会が得られにくいなどの課

題がある。 

 このことから，平成３０年度は，平成２９年度に開催した「新しい働き方セミナー」

の参加者１１２名のうち，希望する者（９０名が情報提供を希望）４０～５０名の実

践的なスキル向上と地域コミュニティの形成を図ることで，各クラウドワーカーが連

携しながら，報酬単価の高い業務を請け負うことができる体制を整える。 

 また，事業終了後にコミュニティが地域で自走していく体制を構築することを目指

し，人手不足が課題となっている地域の企業が地域コミュニティに業務を発注するこ

とができるよう，両者をつなぐプラットフォームとなる地域版のＷＥＢサイトを作成

する。 
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４ 旭川市における働き方改革の長期的展望 

 本市の人口減少は少子化と世代の変遷による自然減が主因であり，長期にわたる社会の

構造上の問題であることから，人口減少に対応する働き方改革を推進するに当たっては，長

期的展望を持って取組を進めていく必要がある。 

働き方改革推進のためには，テレワークの普及に関するもの以外にも様々な課題が存在

するため，各課題に対応する取組の方向性の洗い出しが必要となる。 

このことから，課題別に洗い出した取組の方向性を以下のとおり整理する。 

 

（１）ＵＩＪターンの促進及び若年者の地元定着 

    市内の多くの企業においては，人材が不足している状況であるが，少子高齢化の進 

行や札幌市等への人材流出により，長期的には更なる人材不足となることが予測され

ることから，ＵＩＪターンや若年者の地元定着の促進に取り組むことが求められる。 

若年者の地元定着に当たっては，学卒後の市内進学及び市内就職を促進する必要が 

あると考えられるが，進学については，希望する進学先が少ないという課題があるた

め，市内の高等教育機関11の充実が望まれるところである。 

就職については，旭川市企業情報提供サイト「はたらくあさひかわ」により，市内 

企業の魅力や仕事のやりがいを発信しているところである。 

しかしながら，現状としては，首都圏等の企業への就職と比較して，市内企業への 

就職は収入の低下や将来性が見えにくいといった不利な要素があり，企業の魅力や仕

事のやりがいを訴えることのみの取組では限界があると考えられる。 

このため，ワークライフバランスに配慮した柔軟な働き方ができる就業環境の普及 

とともに，地元定着を条件とした奨学金の返済補助制度などの経済的負担を軽減する

ような措置の継続実施と対象者の要件緩和の拡充などの他地域に先行した新しい取

組を進めていくことで，市内企業への就職の魅力・利点を引き立てていくことが求め

られる。 

同時に，地元定着だけではなく，就職後の早期離職防止についても，対策が必要で 

あり，具体的にはメンター制度の導入促進や若年者同士の業種や企業を超えた交流の

機会を設けることにより若年者が気軽に仕事上の悩みを相談できる体制を築くため

の支援が考えられる。 

その上で，市内企業の魅力や仕事のやりがいも含め，旭川市に住み働くことの利点 

を具体的かつ総合的に情報発信を行っていくことが他地域との差別化を図る上で，よ

り有効と考えられる。 

なお，ＵＩＪターンや若者の地元定着を促進するに当たっては，人口減少に応じた 

単なる人材の補充を目的とするのではなく，生産性の向上をもたらし，地域経済活性

                                                   
11 大学（院），短期大学，高等専門学校及び専門学校（専修学校専門課程を含む）の総称 
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化を先導するような優秀な人材を確保することによる労働力の質の向上を目指すと

いう視点も重要であろう。 

このため，情報発信の際には，企業の新事業展開ニーズ等に応じた経験・専門知識 

を有する人材の獲得に対応した内容を盛り込むことも検討する必要がある。  

一方，情報の内容と併せて，いかにして，ターゲットであるＵＩＪターン希望者や 

地元の若年者に情報を届けるかが重要となる。 

特に，就職や進学により，一度旭川市を離れた者などに的確に情報を伝えることは 

困難であることから，旭川出身者とのつながりをどのように維持していくかを考えな

ければならない。 

つながりを維持するための具体的な方策としては，首都圏等の流出先として考えら 

れる地域において，旭川出身というキーワードで集うことのできるイベントや団体の

運営，学生だけではなく，地元に在住する家族も含めて，在学中から地元企業の詳細

情報を定期的に発信していくことが有効と考えられる。 
 

  取組の方向性 

  ・市内の高等教育機関（特に理系学部）の充実 

・市内企業への就職の魅力・利点を引き立てる先進的な取組の実施・強化 

  ・若手の在職者が気軽に仕事上の悩みを相談できる体制の構築 

  ・旭川に住み働くことの利点についての具体的かつ総合的な情報発信 

  ・企業の新事業展開ニーズに対応する優秀な人材のＵＩＪターンや地元定着につなが

る内容の情報発信 

  ・旭川出身者とのつながりを維持するためのイベント及び団体の運営並びに地元の学

生及びその家族への企業情報の提供 

  

（２）柔軟な働き方がしやすい環境の整備 

少子高齢化に対応するため，旭川市の労働者一人当たりの生産性の向上と労働力人 

口の増加を図っていく必要がある。 

テレワークや兼業・副業の普及により，多様な人材の能力発揮やオープンイノベー 

ション12などによる労働生産性の向上のほか，離職防止，ＵＩＪターンの際の就労継

続，再就職支援などによる労働力人口の維持・増加につながる可能性があるが，柔軟

な就業環境の整備のためには，フレックスタイム制13，時差出勤等の柔軟な労働時間制

度や各種休業制度，育児・介護サービス等のテレワークや兼業・副業の実施者の実情

に即した支援と組み合わせることが有効となる。 

 このため，市内企業等が，テレワークや兼業・副業とその他の取組を組み合わせた

柔軟な就業環境の整備について，より身近なものとしてイメージできるよう，市内で

                                                   
12 これからのイノベーションの創出として外部等から技術やアイデアを取り込むことで新しい価値を創り出すこと 

13 出社，退社の時刻を労働者の決定に委ねる柔軟な労働時間制度 
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の多様な実施事例を積み上げ，あらゆる機会を使って情報発信していく必要がある。 

 市内企業による新しい働き方の実施事例の創出の足がかりとして，関係団体を通じ，

「ユースエール14」，「くるみん15」，「えるぼし16」等の認定を受け，先行して柔軟な

就業環境を整備している企業に，テレワークや兼業・副業を試行的に実施してもらう

ように働きかけるといった方法が考えられる。 

自営型テレワークについては，３（２）で述べた地域コミュニティをモデルとして，

市民に対し，新しい働き方の実践事例として紹介していくことが考えられる。 

また，労働力人口の増加のためには，テレワークのような労働者全般を対象とした

支援以外にも，高齢者や障害者といった一定の配慮が必要な者に対する，個別の状況

に応じた細やかな就業支援も必要となる。 

高齢者については，特に体力面や生活面の状況が様々であり，一般就業以外にも軽

易な就業や地域活動への参加等の多様なニーズがあるため，ハローワークやシルバー

人材センターといった既存の窓口の他にも，高齢者の就業や社会参加に関する多様な

ニーズを幅広く汲み取ることのできる体制づくりが求められる。 

障害者については，障害者職業センターや障害者就業・生活支援センターなど，既

に市内にも専門の窓口が存在し，障害の特性に応じたきめ細やかな支援を行っている

ところであり，そこで行われる支援や，障害者雇用に関する好事例の積極的な周知が

望まれるところである。 
 

  取組の方向性 

・テレワークのほか，兼業・副業，柔軟な労働時間制度，各種休業制度等を複合的に導

入する企業の事例創出と横展開 

 ・自営型テレワークコミュニティに関する情報発信 

 ・高齢者の就業や社会参加に関する多様なニーズを幅広く汲み取ることのできる体制

づくり 

 ・障害者の就業支援に関する既存制度と好事例の積極的な周知 

 

（３）女性・若年者の人材育成等，活躍しやすい環境の整備 

市内においては，労働者に対し，即戦力となることを求めている企業が多く，女性 

や若年者のキャリア形成支援を長期的に支援し，育成していくという考えが浸透して

いない状況にある。 

 このため，企業はキャリアパス17を明確にし，人事評価制度，賃金制度，柔軟な休暇

                                                   
14 若者の採用・育成に積極的で，若者の雇用管理の状況等が優良な中小企業を厚生労働大臣が認定する制度 

15 次世代育成支援対策推進法に基づき，一般事業主行動計画を策定した企業のうち，計画に定めた目標を達成し，一 

定の基準を満たした企業であることを厚生労働大臣が認定する制度 

16 女性活躍推進法に基づき一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のうち，女性の活躍推進に関する取組の実 

施状況等が優良な企業を認定する制度 

17 キャリアアップの道筋 
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制度を整備するとともに，キャリアコンサルティングに取り組むことで，従業員のモ

チベーションを向上させていくことが必要となる。 

 「ユースエール」，「くるみん」，「えるぼし」などの，女性や若年者の人材育成

や活躍しやすい環境整備に積極的であることが認定されている企業が既に市内にも

存在するため，これらの事例の共有化を積極的に行うことも重要となる。 

 同時に，早期離職を繰り返すよりも，一定の期間を経て，一つの仕事をしっかりと

身につけることがキャリアアップにつながるため，労働者についても腰を据えたキャ

リア形成を自ら行っていこうという意識を持つことが必要となる。 

 そのためには，就職後のキャリア形成支援だけではなく，在学中からのキャリア教

育が重要となる。 

 学生においては，首都圏の大手企業に就職した際のキャリアパスは描きやすいが，

市内企業で働くとどうなるのかということについては，情報源が少なくイメージしに

くいと考えられる。 

 このことから，市内企業へのインターンシップなどの促進や，市内企業で活躍して

いる従業員と学生との意見交換の場を設けることなど，地域の企業，労働者，教育機

関が連携したキャリア教育の実施が有効と考えられる。 

 また，ブラック企業やブラックバイトなどが社会問題となっていることもあること

から，学生や労働者に対し，早い段階から実態に即したワークルールを学習するため

の機会を設けることも必要である。 

ワークルールの学習については，学生だけではなく，企業側にも理解が不足してい

るところもあり，長きにわたる慣習により，知らず知らずのうちに労働法違反が常態

態化してしまうといった事案も生じているため，企業側にも同様の学習会などを設け，

周知徹底することが必要と考えられる。 
 

  取組の方向性 

・企業に対する人事評価等に関する制度及びキャリアコンサルティングの導入支援 

  ・モデル的取組の横展開 

  ・労働者に対する長期的なキャリア形成の必要性についての意識啓発 

  ・キャリア教育の促進 

  ・学生及び労使双方に対するワークルールの周知徹底 

 

（４）育児・介護，病気治療との両立支援 

    市内企業の生産性向上のために，女性，高齢者，障害者等の様々な事情を抱えた者 

を雇用し，多様な視点を取り入れていくことが求められており，そのためには，各人 

の希望・実情に応じた就業が可能な環境を整えることが必要となるため，企業が働き 

方やマネジメント改革を行うための取組を実施しなければならない。 

    具体的には，市内企業による，テレワークをはじめとした短時間勤務や時差勤務な 
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   どの柔軟な働き方や両立支援制度の整備・導入のほか，制度を活用しやすい職場環境 

や雰囲気作りと好事例の共有化を支援していくことが有効と考えられる。 

 育児，介護，病気療養と仕事の両立については，既に休業期間の給付金制度や相談

窓口などの公的な支援制度が設けられているため，これらの制度の拡充と同時に，労

働者のみならず企業にも制度の存在を周知し，活用を促していくべきである。 

 また，緊急の際は企業や労働者といった当事者の自助や行政による公助だけでは対

応が困難な場合もあるため，町内会と連携するなどの共助の視点からも対策を検討す

る必要がある。 
 

  取組の方向性 

・支援制度の周知徹底 

・モデルとなる取組みの横展開 

 ・町内会との連携等の共助の視点からの両立支援 

 

（５）長時間労働の是正 

   長時間にわたる加重労働は，疲労の蓄積による生産性の低下を招くだけではなく， 

過労死や自殺など，労使双方にとって深刻なリスクをもたらすものであることが社会 

問題として意識されるようになってきており，長時間労働の是正に取り組む企業の事 

例も増加してきているところだが，依然として一定数の長時間労働が存在している。 

勤務日は長時間労働であっても，勤務間インターバル規制18の導入や有給休暇の取 

得促進によりメリハリをつけるといった方法も考えられるが，勤務間インターバル規

制は導入が進んでおらず図表㉔，有給休暇は制度上，付与はされているものの，取得率が

低調といった問題がある。 

このことについて，基本的には各企業の自助努力により，労使双方で業務体系の見 

直しや効率化，組織風土の改善を進めることが必要となるが，対策として，長時間労

働の是正が，労働者だけではなく，企業側にとっても人材確保やコスト削減，企業イ

メージ・顧客満足度の向上などのメリットになることを啓発していくことが有効と考

えられる。 

また，各企業が有給休暇の取得計画を年頭に予め定めておくことにより，有給休暇 

を取得しやすい雰囲気が作りだせるとともに，各従業員が計画どおりに業務をこなそ

うという生産性向上に資する意識付けにもつながるため，そのような取組を行う企業

の事例を周知することも有効な取組であると考えられる。 

しかしながら，業種によっては，納期などの問題により一企業単位ではどうしても 

解決できない部分もあるため，事業の発注者や元請け事業者も含めた意識改革を行う

ことが必要となる。 

                                                   
18 休息時間数を問わず，就業規則等において終業から次の始業までの休息時間を確保することを定めているもの 
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このため，産学官金言などの幅広い関係者による会議を開催し，長時間労働是正の 

機運を高めるとともに，具体的な取組の実施を検討していく必要がある。 

その際，業種や職種によって長時間労働等の時期・内容・理由は異なるため，一律 

に実施するのでは効果が薄いと考えられるため，調査を行い，実態を把握してから具

体的な取組を構築する必要がある。 
 

取組の方向性 

   ・企業に対する長時間労働是正のメリットの周知及び啓発 

   ・実態調査及び是正に向けた関係者会議の開催 

 

（６）非正規雇用の処遇改善 

    非正社員とは，パート，アルバイト，派遣労働のような雇用契約が有期の就業形態 

のことであり，一般的に正社員と比較し，職務や責任が限定される代わりに，正社員 

と比較し低賃金であり，各年代の給与カーブも緩やかとなる傾向がある。 

各企業が経営改善のためコスト削減を目的として賃金を下げることは合理的な判 

断であると言えるが，各企業の労働分配率19が下がることにより，マクロ的には市民所

得の減少や消費の停滞を招き，結局は企業の収益の減少につながるという悪循環に陥

ることから，各企業が当事者意識を持って非正社員の正社員化や処遇改善を進めてい

くよう意識改革を行わなければならならない。 

好待遇の求人を出すことが，他の企業よりも速やかに従業員を補充できるようにな 

ることから，福祉や建設などの人材不足の業界における変革を特に重点的に考えてい

くべきである。 

そのための取組の実施が求められるが，まずは，キャリアアップ助成金20や人材開発 

支援助成金21などの既存の制度が十分に活用され，非正社員も処遇改善やキャリア形成

の機会が得られるよう，企業側への積極的なＰＲ，働きかけが必要となる。 

また，企業の体力によっては，正社員化が難しい場合もあるため，厚生労働省が普及 

を進めている「多様な正社員22」のように，正社員と非正社員の間には，いくつかのバ 

リエーションがあることを周知することも有効となる。 

労働者側へのアプローチとしては，非正社員の中には不本意で非正規雇用になって 

いる者だけではなく，自分の都合の良い時間帯に働きたいという理由で望んで非正社

員となっている者もいるため，正社員化を進めるに当たっては，望んでいる者とそうで

ない者を分けて対策を講じる必要がある。 

                                                   
19 企業が生み出した付加価値に占める人件費の割合 

20 有期契約労働者等の企業内でのキャリアアップ等を促進するため，これらの取組を実施した事業主を対象とした助 

成制度 

21 雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため，職務に関連した専門的な知識及び技能の習得に関する取 

組を実施した事業主を対象とした助成制度 
22 職務，勤務地，労働時間等を限定した正社員 
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非正社員であることを望んでいる者の中には，育児・介護等の事情があり，正社員と 

同様に無限定で働くことが困難な者もいるが，責任のある職務を避けたいがために非

正社員となっている者もいる。 

前者に対しては，柔軟な就業環境の整備等の両立支援が有効となる。 

後者に対しては，非正社員と正社員の給与カーブや退職金の違いや専門的技術を習 

得する過程・期間などについて情報提供することで，自身のキャリア形成を長期的な視

点で捉えるための機会を設けることが必要である。 

非正社員であることを望んでいない者に対しては，職歴，能力，職業観などの不足を 

解消するため，キャリアコンサルティングやジョブ・カードを活用した職業生活設計の

形成や職業訓練や自己啓発による能力向上を図ることによる正社員化やミスマッチ解

消を図るべきである。 
 

取組の方向性 

  ・既存の支援制度の活用促進 

 ・企業に対する多様な正社員についての周知 

・非正社員に対する正社員化についての意識啓発 

・非正社員に対するキャリア形成支援，職業訓練・自己啓発の実施に関する支援 
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５ おわりに 

今回の部会における議論を踏まえ，旭川市の働き方改革推進の方向性について以下のと

おり概括する。 

 短期的には，市内におけるテレワークの普及を目指した取組を行っていくこととする。 

まずは，旭川市が実施しているテレワーク普及促進員派遣事業を進めることにより，平成

２９年度中に雇用型テレワークの導入モデルとなる市内企業を創出するとともに，自営型

テレワークのニーズの掘り起こしを行う。 

 次に，テレワーク普及促進事業の成果を用いて，平成３０年度は雇用型テレワークモデル

について，様々な手段を用いて市内企業に横展開するための周知・広報を行うとともに，自

営型テレワーカーの育成と地域コミュニティの形成を行った上で，市内企業がコミュニテ

ィとつながることのできるＷＥＢサイトを構築することで，地域でテレワークが自立的に

発展するための体制を構築する。 

 また，テレワークの普及促進のみならず，長期的には，行政機関，教育機関，労使団体な

どの各支援機関が連携し，ＵＩＪターンの促進及び若年者の地元定着，テレワークや兼業・

副業等の柔軟な働き方がしやすい環境の整備，育児・介護，病気治療との両立支援，長時間

労働の是正，非正社員の処遇改善といった幅広い視点から，働き方改革推進に関する取組を

複合的に行っていくことが望ましい。 

このことにより，地域経済の維持・活性化による「魅力的な地域づくり」と「人口減少の

抑制」につながるものである。 

なお，働き方改革は国を挙げて推進していく機運が高まっており，官民問わず，日々，新

たな知恵，技術が生み出されているところである。 

 このことから，地域独自の働き方改革を進めていくに当たっては，この部会で示す展望を

基本的な方向性としていくことが望ましいものの，全国各地における最新の動向に幅広く

目を向けながら，効果的であるものを取り入れ，その時々の地域の実情に即した形で，地域

独自の取組として常に発展させていくことが求められるであろう。 
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◎ 働き方改革検討部会の構成等 

  ◇ 部会の位置付け：旭川市中小企業審議会規則（旭川市規則第 26号）第４条に基づく， 

旭川市中小企業審議会の部会として設置 

  ◇ 構成委員：８名（審議会委員 ２名，部会の委員 ６名） 

  ◇ 委員委嘱期間：平成２９年６月７日から平成３０年３月３１日まで 

 

◇ 働き方改革検討部会委員名簿 

   

氏      名 所  属  ・  役  職  名 

高 松 葉 子 

（部会長） 
旭川情報産業事業協同組合理事 

髙 橋 紀 博 

（副部会長） 
連合北海道旭川地区連合会会長 

木 谷 耕 平 旭川大学経済学部准教授 

石 山  勲 旭川公共職業安定所次長 

工 藤 弘 行 北海道上川総合振興局産業振興部商工労働観光課長 

矢 萩  恵 旭川市総合政策部政策調整課男女共同参画担当課長 

齋 藤 真 貴 旭川商工会議所産業支援部次長 

秡 川 正 人 一般社団法人北海道中小企業家同友会あさひかわ支部政策委員長 

 

 

◎ 働き方改革検討部会の開催経過 

  ◇ 第１回（６月７日開催） 

   ・部会長，副部会長の選任について ・部会における検討の進め方について 

・市内の働き方改革推進に関する取組の把握について 

  ◇ 第２回（７月１９日開催） 

 ・第２回部会の論点について ・テレワークの現状と普及促進に当たっての課題について 

・旭川市のテレワーク普及促進のための方策について 

  ◇ 第３回（８月３０日開催） 

 ・第２回部会のまとめについて ・市内の働き方改革に関する長期的展望について 

◇ 第４回（１０月３０日開催） 

 ・旭川市における働き方改革推進に関する報告書（素案）について 

 

 

 （敬称略） 
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【巻末資料】 
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・図表⑤                 ・図表⑥  

  
 

・図表⑦                    ・図表⑧ 
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・図表⑪                    ・図表⑫ 

  

 

 

 

 

 

 

・図表⑬ 

  

  

 

 

 

 



23 

 

・図表⑭ 
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